
































































































































































































































































































2010年の COP10までに一連の TEEB 報告書がとり










































30）	MEA 編（横浜国大監訳）［2007］　xiii 頁　MA の目的は、生態系の変化が人間の福利に及ぼす影響を評価することであり、生態系
の保全と持続的な利用を進め、人間の福利への生態系の貢献を高めるために、われわれがとるべき行動は何かを科学的に示すことに
あったという。










































































































































































































蔡 の 第 二 点 は、 長 ら く 先 例 と さ れ て い た
Frothingham 判 決 を 覆 し た、1968 年 の Flast 判








































環境保護に対する関心が高まった 1972年の Sierra 
Club 判決 66）や 1973 年の SCRAP 事件判決 67）の後、
1975 年 の Warth 判 決 68）や Eastern Kentucky 判
決 69）などで、②因果関係要件と③救済可能性要件が
原告適格に必要とされたことを示す。また第四点は、





の National Wildlife 判決72）および 1992年のDefenders 




















































































































































































































































































































































































































































131） 田中［1980］　6頁　また、田中は、第一点の意味のコモン・ロー（common	 law）を単に law とよぶことがあり、その形容詞は


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































に求めた 207）」という。続いて 1908 年の Adair 判
決 208）ではいわゆる「黄犬契約」禁止の連邦法を違









た。しかし、すでにその前の 1934 年の Nebbia 判
決 212）は、牛乳の最低価格を定める州法を合憲とし、
経済的実体的デュー・プロセス理論の変更を示唆



















1976 年 の Danforth 判 決 217）や 1983 年 の Akron 判
決 218）など中絶禁止および女性の中絶決定権の制約
に対して厳しい態度で臨んだ。しかし、1992年の
Casey 判決 219）では、Roe 判決における三期間分析
は「不当な負担」基準に変更され、レーンキスト首
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